





























































(1) 事前調査段階（4 月－5 月）：コミュニティ放送の開局から閉局にいたる経緯を資料に基づき
事前調査する。方法としてはコミュニティ放送協会の資料、および自身のこれまで得た資料
を基にリストを作成し、関係省庁、行政に打診する形で実施する。その際、閉局の事由をは











[2] 沖縄市エフエムコミュニティ放送（沖縄県沖縄市）：2004 年 4 月 1 日に FM コザに事業継承。 
[3] 高松シティエフエム（香川県高松市）： 2005年 3月 31日をもって廃局。 
[4] さっぽろ村ラジオ（北海道札幌市東区）：2005年以降、現在は純民間として継続している。 
[5] 宮崎シティエフエム（宮崎県宮崎市）：免許満了日の 2005年 10月 31日に廃局。 
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[6] イセハラエフエム放送（神奈川県伊勢原市）： 経営難のため 2006年 3月 31日を持って停波 
[7] エフエムたまな（熊本県玉名市）： 2006年 4月 30日 24:00をもって電波停止、閉局。 
[8] 仙台市民放送（宮城県仙台市）： 2007年 3月 13日に廃止。 
[9]FMニセコ放送（北海道虻田郡倶知安町）：経営困難のため 2007年 9月 16日株主総会で解散議
決 
[10]五日市コミュニティ放送（広島県広島市佐伯区）： 2008年 3月 31日廃局。 
[11]エフエムセト（香川県丸亀市）： 2008年 4月 13日に廃局。 
[12]名古屋シティエフエム（愛知県名古屋市中村区）： 2008年 6月 13日に廃局 
[13]名古屋中エフエムラヂオ放送（愛知県名古屋市中区）： 2009年 7月 17日に解散を決定。 
[14]南区コミュニティエフエム（北海道札幌市南区）： 2008年 12月 5日停波。 
[15]BIWA WAVE（滋賀県近江八幡市）： 2009年 5月 29日停波、6月 11日廃止。 
[16]エフエム多摩放送（東京都多摩市）： 2010年 3月 31日をもって放送終了、会社は解散 
[17]えにわコミュニティ放送（北海道恵庭市）2009年に一旦休局。2010年より体制一新で再開 
[18]かにかも放送（岐阜県可児市・美濃加茂市）2010年 10月 31日付で廃止。 
[19]貝塚コミュニティ放送（大阪府貝塚市）2010年 9月 30日放送を終了 10月 31日付で廃止。 
[20]福岡コミュニティ放送（福岡県福岡市早良区）：免許満了日の 2010年 10月 31日に停波。 
[21]天神エフエム（福岡県福岡市中央区）： 2011年 1月 1日 0時に停波。 
[22]東京コミュニケーション放送（東京都渋谷区）： 2013年 7月 10日付で正式に廃局した。 
[23]エフエムさかい（大阪府堺市東区） 015年 4月 1日をもって廃局。 
[24]エフエムわいわい（兵庫県神戸市長田区）2011年 4月 1日 - 放送の運営が NPO法人に移行。
（※法人変更）2016 年 3 月をもって コミュニティ放送を終了しインターネット放送に一本化。
（※免許返上） 
[25]やまがたシティエフエム（山形県山形市）2016年 7月 21日限りで放送を停止 22日廃止 
[26]市川エフエム放送（千葉県市川市） - 愛称「いちかわエフエム」。2016年 11月 30日付で総
務省関東総合通信局に放送休止を届出。その後同県浦安市の「エフエム浦安」に事実上譲渡され、
エフエム浦安は市川市に移転した。 
[27] FMなんじょう（沖縄県南城市） - 南城市が設備を整備したうえで業務委託を受けた(株)FM
しまじりが免許を取得して公設民営方式で運営されていたが、契約期間の終了に伴い 2018年 2月
28日をもって運営を終了。同一周波数にて 3月 12日にハート FMなんじょうを新規に開局。一方、



















































③ 平成 30 年度の計画（北海道、沖縄、近畿、四国ほか）を遂行する。（沖縄は一度確定したた
めそれを復活する） 
④ 適正な資金計画を基に、海外への公表を念頭に翻訳の作業を並行して行う。 
⑤ 最後に本調査で得た知見を元に、具体的なコミュニティ放送の抱える経営課題に対しての最
善案を提示する。 
 
特に今後の公表に関しては、少ない機会ながらも今回の仮説を平成 29年度大正大学研究紀要
に「コミュニティ放送――世代交代にみる理念の継承と変革の可能性 試論――」と題して一部
掲載予定である。ここで組織及び人員の世代交代における制限要因と経営課題として重要な「閉
局という不安要因」という提示を行っている。また以降の公表計画としては、研究計画にもある
通り、論文（地域活性学会、北海道社会学会、社会情報学会他）、出版（2017年度予定）、紀要
（本務校中心）、学会（地域活性学会、北海道社会学会、社会情報学会他）雑誌（放送非常懇談
会）および講演発表（日本型コミュニティ放送研究会等）を積極的に行っていく。 
 
